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  自主財
源  依
 存
 財

 源

歳　入
２５９
７,０００万円

億

■自主財源
　市が自主的に収入することができるお金のこと。
■依存財源
　国や県からの補助金など、市が自主的に収入することが
できないお金のこと。

　 財政課　 （25）8111

　平成 24 年度当初予算が３月議会で可決され、決
定しました。
　 行 政 運 営 の 根 幹 で あ る 一 般 会 計 の 総 額 は
２５９億７，０００万円で、市民目線に立ち、４つ
の柱「安全・安心な暮らしづくり」「高島の人づくり、
地域づくり」「三里を活かした環境、産業づくり」「暮
らしと産業を支える基盤づくり」を基本に編成して
います。

用　語　説　明

議 会 費
議会の運営のために

総 務 費
庁舎や財産の維持管
理、公共交通のため
に 民 生 費

障がい者や高齢者の
福祉の充実や子育て
支援のために

７６円 １, １４０円 ２, ７４５円

衛 生 費
環境保全、健康増進
のために 農林水産

業費

農林業や水産業の振
興のために 商 工 費

商工業、観光振興の
ために

１, ３０８円 ４８７円 ２５１円

土 木 費
道路や公園などの施
設改修、整備のために 消 防 費

消防など災害対策の
ために 教 育 費

学校教育、文化、スポー
ツの振興のために

１, ０３５円 ４９１円 １, ０２３円

公 債 費
借金返済のために 労働費・予備費

・災害復旧費
・諸支出金

勤労者支援や緊急時
の予備などに

１, ３９１円 ５３円

     義
務
的
経
費一
般
行

政経費

歳　出
（性質別）

２５９
７,０００万円

億

　

歳
入
で
は
、
自
主
財
源
が

４
億
５
，
９
５
９
万
円
の
減
額

と
な
っ
て
い
ま
す
。
主
な
要
因

は
、
市
税
が
固
定
資
産
税
の
評

価
替
え
の
影
響
に
よ
り
、
前
年

度
に
比
べ
て
８
，
５
９
５
万
円

の
減
額
と
な
る
ほ
か
、
減
債
基

金
や
地
域
福
祉
基
金
の
取
り
崩

し
額
は
増
加
す
る
も
の
の
病
院

建
設
準
備
基
金
繰
入
金
が
12
億

円
を
超
え
る
大
幅
な
減
額
と
な

る
た
め
で
す
。

　
依
存
財
源
は
、
市
債
残
高
を

減
ら
す
観
点
か
ら
、
交
付
税
措

置
の
低
い
も
の
は
極
力
借
入
れ

な
い
方
針
で
予
算
編
成
を
行
っ

て
い
ま
す
。
ま
た
、
普
通
交
付

税
の
補
て
ん
措
置
で
あ
る
臨
時

財
政
対
策
債
が
、
前
年
度
よ
り

１
億
円
増
の
11
億
円
を
計
上

し
て
い
ま
す
が
、
市
債
全
体

と
し
て
は
、
昨
年
度
に
比
べ

１
億
４
，
６
２
０
万
円
の
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。

予
平成 24 年度

会　計　区　分 平成 24 年度
予 算 額 前年度比

　一　般　会　計 259 億 7,000万円 ▲３．７％

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 ( 事業勘定 ) 59 億 3,000万円 ４．９％

国民健康保険特別会計 ( 直診勘定 ) 8,290万円 ２．９％

後期高齢者医療事業特別会計 4 億 9,550万円 １３．５％

農林業集落排水事業特別会計 5 億 6,430万円 ▲０．３％

下水道事業特別会計 23 億 1,800万円 ▲１．２％

熱供給事業特別会計 600万円 ▲４．８％

介護保険事業特別会計 45 億 1,600万円 １０．６％

訪問看護ステーション事業特別会計 7,840万円 ３．２％

事
業
会
計

水道事業会計 13 億 4,177万円 ▲５．２％

病院事業会計 66 億 5,400万円 ▲２７．４％

介護老人保健施設事業会計 6 億 5,916万円 ８８．９％

平成 24 年度　会計別予算額

※おことわり
　金額は１万円未満を切り捨てしているため、合計金額が一致しない場合があります。

　
歳
出
で
は
、
性
質
別
に
み
る

と
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費

の
義
務
的
経
費
は
前
年
度
よ
り

５
，
７
４
８
万
円
の
増
額
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
公

債
費
は
減
少
し
て
い
る
も
の

の
、
障
が
い
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス

給
付
費
の
伸
び
に
よ
る
扶
助
費

の
増
加
、
共
済
組
合
負
担
率
の

改
定
や
退
職
手
当
組
合
負
担
金

の
増
額
な
ど
に
よ
り
人
件
費
が

増
加
し
て
い
る
た
め
で
す
。

　
一
般
行
政
経
費
は
、
高
島
市

民
病
院
の
建
設
事
業
費
の
縮
減

に
伴
い
、
病
院
事
業
会
計
へ
の

負
担
金
が
大
幅
に
減
額
す
る
こ

と
か
ら
補
助
費
等
で
14
億
２
，

６
８
３
万
円
の
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
投
資
的
経
費
は
、
私
立
保
育

園
、
幼
稚
園
の
整
備
事
業
に
対

す
る
補
助
金
が
大
幅
に
伸
び
た

ほ
か
、
市
道
改
良
事
業
や
観

光
・
福
祉
施
設
等
の
改
修
事
業

費
な
ど
が
伸
び
た
こ
と
か
ら
、

前
年
度
と
比
較
し
て
１
億
９
，

５
６
７
万
円
の
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。

■義務的経費
　人件費、扶助費、公債費のこと。その支
出が法律などで義務づけられていて、自由
に減らすことができません。
　義務的経費の比率によって、財政の自由
度が左右されます。
　高島市の場合、義務的経費の割合は約半
分となっています。

一般会計  歳　出

用　語　説　明

特集２

一般会計  歳　入

算

※この金額は、一般会計を割り戻
した金額です。

一般会計　２５９億７，０００万円
特別会計　１３９億９，１１０万円
事業会計　　８６億５，４９３万円

予算総額
　４８６億１，６０３万円

市税
55 億 8,012 万円

地方交付税
107 億円

国庫支出金
21 億 276 万円

県支出金
14 億 9,659 万円

市債
18 億 9,780 万円

その他
11 億 2,460 万円

分担金及び負担金
使用料及び手数料
財産収入、寄附金
繰入金、繰越金、諸収入

30 億 6,812 万円

（21.5％）

（11.8％）

（41.2％）

（8.1％）

（5.8％）

（7.3％）

（4.3％）

人件費
53 億 3,559 万円

（20.5％）

扶助費
35 億 1,552 万円

（13.5％）

公債費
36 億 1,187 万円

（13.9％）物件費
35 億 5,629 万円

（13.7％）

補助費等
39 億 4,905 万円

（15.2％）

投資的経費
25 億 1,300 万円

（9.7％）

その他
33 億 1,588 万円

（12.8％）

維持補修費
1 億 7,277 万円

（0.7％）

歳　出
（目的別）

２５９
７,０００万円

億

議会費
1 億 9,611 万円

（0.8％）
総務費
29 億 6,115 万円

（11.4％）

民生費
71 億 2,651 万円

（27.4％）

衛生費
33 億 9,593 万円

（13.1％）

土木費
26 億 8,871 万円

（10.4％）

消防費
12 億 7,565 万円（4.9％）

労働費
1,388 万円（0.0％）

農林水産業費
12 億 6,585 万円

（4.9％）

商工費
6 億 5,264 万円
（2.5％）

教育費
26 億 5,737 万円

（10.2％）

災害復旧費
300 万円（0.0％）

公債費
36 億 1,187 万円

（13.9％）

諸支出費
4,888 万円（0.2％）

予備費
7,240 万円

（0.3％）

あなたの納めた １万円  の使い道は


